救 急 ・ 災 害 医 療 グ ル ー プ

府民が安心して暮らせるように、二次・三次・小児などの救急医療体制を整備、充実するとともに、災害拠点病院の整備をはじめとした災害時医療体制の充実などを実施している。

１　救急医療対策事業

近年における救急医療需要の増大、多様化に伴い、救急医療体制の充実を図るため、昭和４７年に大阪府救急医療対策審議会を設置し、大阪府における救急医療対策について諮問、数次の答申を得てその具体化に努めてきた。平成２８年度においては、次に掲げる施策を中心に救急医療体制の整備を行った。

(1) 特定科目休日・夜間二次救急医療体制運営事業（地域医療介護総合確保基金事業）　
予　算　額　　７０，３０４千円

決　算　額　　７０，２９０千円

特定科目（眼科及び耳鼻咽喉科）の休日・夜間急病診療体制の整備促進を図るため、一般社団法人大阪府医師会へ委託し、特定科目休日・夜間二次後送医療機関を輪番制で確保した。

 (2) 救急患者等搬送体制整備事業（新）

予　算　額　　５００，０００千円

決　算　額　　５００，０００千円

救急医療施策に対する指定寄附を財源に、大阪府の救急医療向上のため、府内における救急患者等の搬送体制の強化を目的として、ドクターカー、高規格救急車等の設備整備をした救命救急センター及び消防機関に対して補助等を行った。
(3) 救急搬送患者受入促進事業（地域医療介護総合確保基金事業）
予　算　額　　４４０，０００千円

決　算　額　　４３６，９３０千円

救急搬送が困難となっている症例の受入体制を確保するため、「受入困難症例等」として定める症例の患者を受け入れた医療機関に対して補助を行った。
(4) 救命救急センター運営費補助事業
予　算　額　　５１５，３３６千円
決　算　額　　４８９，８２８千円

関西医科大学総合医療センター、近畿大学医学部附属病院、大阪府三島救命救急センター、大阪府済生会千里病院における救命救急センター部門の運営に係る費用の補助を行った。
　　　

(5) 泉州救命救急センター運営費補助事業
予　算　額　　９５９，４６３千円

決  算  額　　９５９，４６３千円
平成２５年４月１日付けでりんくう総合医療センターへ移管した泉州救命救急センターの運営に係る費用の補助を行った。

(6) 大阪府立中河内救命救急センター運営事業

 予　算　額　　１，４３４，００２千円

決  算  額　　１，３８５，２０７千円
大阪府救急医療対策審議会の答申に基づき、主として中河内地域における救急医療の中核的機能を果たすことを目的として設置された大阪府立中河内救命救急センターにおいて、救命処置を必要とする重篤救急患者の診療を行った。

○　所在地　　東大阪市西岩田３丁目４番１３号

○　開所年月日　　平成１０年５月６日

○　管理運営の方法　　公益財団法人大阪府保健医療財団に管理運営を委託

○　施設の概要　　施設面積　３，４４８．９２㎡

病 床 数　３０床（ＩＣＵ８床、一般２２床）
(7) 市立東大阪医療センターの共同利用部分に係る利用負担金

予　算　額　　５，００２千円

決　算　額　　５，００２千円

府立中河内救命救急センターと同時に竣工した市立東大阪医療センター（当時：東大阪市立総合病院）に対して、市立医療センターの共同利用部分の利用に関して応分の負担を行うことにより、救命救急センターと市立医療センターとの医療・施設面での機能連携の強化を図った。

(8) 大阪府救急医療情報センター運営事業（一部、地域医療介護総合確保基金事業を活用）
予　算　額　　５０４，７３５千円

決  算  額　　５０１，７４４千円

①　大阪府救急・災害医療情報システム等の整備・運営

消防・医療関係者向けに救急医療情報、災害医療情報を提供するとともに、スマートフォン等を活用した「救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ＯＲＩＯＮ）」の運用により、「大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準」の運用状況を検証する仕組みを構築した。また、大阪府救急医療情報センターの運営を行った。
・救急・災害医療で必要な情報を収集・管理し、消防・医療関係者に提供

・休日・夜間診療所や救急病院の情報を２４時間体制で府民に提供

・医療圏内の病院に対し一括で緊急搬送要請を実施する機能「まもってＮＥＴ」を運用
・二次医療機関での受入困難患者等の受入調整を行う三次ネットワークコーディネート事業を実施

②　平成２８年度における上記①のシステムのデータ提供（出力状況）及び照会に対する回答状況は、次のとおりである。

機関別情報照会件数
	月

機関名
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３
	計

	府民等
	6,618
	7,954
	6,162
	7,453
	7,927
	6,571
	6,759
	6,558
	8,487
	8,621
	5,825
	6,086
	85,021

	医療機関
	43
	35
	25
	37
	32
	26
	23
	21
	31
	34
	30
	32
	369

	消防機関
	3
	1
	0
	2
	1
	0
	3
	2
	1
	2
	0
	0
	15

	警察
	5
	13
	9
	4
	4
	8
	6
	6
	10
	14
	10
	9
	98

	他府県
	33
	26
	32
	31
	37
	31
	36
	25
	43
	32
	19
	24
	369

	計
	6,702
	8,029
	6,228
	7,527
	8,001
	6,636
	6,827
	6,612
	8,572
	8,703
	5,884
	6,151
	85,872


科目別救急検索状況（平成２８年度総件数）
	内科
	外科
	精神科
	アレルギー科
	リウマチ科
	小児科
	皮膚科
	泌尿器科
	産婦人科
	産科
	婦人科
	眼科
	耳鼻いんこう科
	リハビリテーション科
	放射線科

	15,152
	8,389
	280
	48
	7
	13,540
	2,325
	2,007
	255
	448
	898
	5,185
	6,029
	13
	0

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	放射線診断科
	放射線治療科
	病理診断科
	臨床検査科
	救急科
	歯科
	麻酔科
	心療内科
	神経科
	神経内科
	呼吸器科
	消化器科
	胃腸科
	循環器科
	整形外科

	0
	0
	0
	0
	0
	1,393
	1
	231
	16
	350
	374
	762
	16
	509
	13,885

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	形成外科
	美容外科
	脳神経外科
	呼吸器外科
	心臓血管外科
	小児外科
	性病科
	こう門科
	皮膚泌尿器科
	気管食道科
	矯正歯科
	小児歯科
	歯科口腔外科
	その他
	合計

	759
	1
	7,001
	12
	30
	49
	4
	221
	0
	0
	1
	31
	2,317
	3,333
	85,872


２　小児救急医療対策事業（地域医療介護総合確保基金事業）
休日や診療時間外に受診する軽症患者の増加や小児科医の確保が困難になっているなどの課題に対応するため、平成２８年度においては、次に掲げる施策を中心に、小児救急医療体制の整備を行った。
(1) 小児救急医療支援事業

予  算  額　　１５８，５４８千円

決　算　額　　１２９，７４７千円

休日・夜間における救急診療体制の整備促進を図るため、地域ブロック単位で実施される二次救急診療体制確保事業（入院治療を要する患者のための診療体制の整備）に対し、補助を行った。

　○休日・夜間二次救急医療体制運営費補助金（小児救急医療支援事業）　１０ブロック

　　豊中市（豊能ブロック）、高槻市（三島ブロック）、枚方市（北河内ブロック）、

　　東大阪市（中河内ブロック）、堺市（堺ブロック）、泉大津市（泉州ブロック）、

大阪市（４ブロック）

(2) 小児救急電話相談事業
予　算　額　　４６，３６６千円

決　算　額　　４６，３６６千円

夜間の子どもの急病等に関する保護者の不安を解消するため、小児科医の支援体制のもとに看護師による電話相談を実施した。
３　災害医療対策事業　
災害時に迅速かつ的確な医療救護活動が行えるよう、大阪府地域防災計画に基づき、災害拠点病院の整備をはじめとする災害時医療体制の充実を図った。

　　

 (1) 災害拠点病院への衛星無線の保守・点検等

 予　算　額　　５，３３８千円

　決　算　額　　５，１８３千円

電話回線が途絶した場合にも、災害拠点病院が連携し、円滑に医療救護活動が行えるよう、各災害拠点病院（１６箇所）において、大阪府防災行政無線（衛星無線）の運用を行った。

また、大阪府防災行政無線の新設に伴う設計委託及び移転に伴う設置工事を実施した。
(2) 災害時医薬品等の確保供給体制の整備

予　算　額　　５，７７５千円

決  算  額　　３，３６７千円

災害時の医療救護活動に必要な医薬品等を災害拠点病院（１４箇所）で確保した。

 (3) 災害拠点病院支援施設整備事業

予　算　額　　１７，５２１千円

決  算  額　　１６，３３５千円

大阪府地域防災計画により基幹災害拠点病院に位置付けられている大阪府立急性期・総合医療センター（現：大阪急性期・総合医療センター）の災害時医療を支援することを目的として、被災者の受け入れや初期治療等に必要な病室、機材等を整えた施設として、同センター敷地内に設置した災害拠点病院支援施設に必要な医療機器等を整備し、また、災害時の停電対策として設置している無停電電源装置（ＵＰＳ）等の保守点検を行った。
(4) 大阪ＤＭＡＴ整備事業

予　算　額　　４，６０９千円

決　算　額　　３，７５６千円

大阪府域及びその周辺において大規模な自然災害・事故等が発生した場合に、直ちに災害現場に駆けつけ救命医療を行う災害派遣医療チーム（大阪ＤＭＡＴ）を養成するため、大阪ＤＭＡＴ研修及び実動訓練を実施した。

　(5）救急医療施設耐震整備事業

予　算　額　　９，０４２千円

決　算　額　　９，０４２千円

医療施設の耐震化、補強を行うことにより、地震発生時に適切な医療提供体制を維持するため、３病院に対し補助を行った。

(6) 大阪府医療施設耐震化臨時特例基金事業

予　算　額　　７１，７０９千円

決　算　額　　６４，４８６千円

「大阪府医療施設耐震化臨時特例基金」を活用し、耐震化工事を実施した、１病院に対し、出来高に応じて補助を行った。

(7) 大阪地区緊急被ばく医療ネットワーク調査事業

予　算　額　　２，１６３千円

決　算　額　　２，１６３千円

「大阪府緊急被ばく医療活動マニュアル」の実効性を確保し、府内の原子力事業所において起こり得る放射線事故に、より適切に対応するため、大阪府内の保健所、関係市町及び地域医療機関の職員を対象に研修会を実施した。

(8) ＮＢＣ災害・テロ対策設備整備事業
予　算　額　　２５，２４０千円

決　算　額　　２５，２４０千円

化学テロ等のＮＢＣ災害発生時に適切な医療救護活動を行うため、災害拠点病院に対しＮＢＣ災害用資機材の整備に伴う補助を行った。

　(9) 災害医療基礎研修事業（地域医療介護総合確保基金事業）
予　算　額　　１３，１７７千円

決　算　額　　　６，６１６千円

救急・災害医療に不慣れな医療スタッフが最低限の災害に対する知識とトリアージの手法を修得することで、災害時に入院治療を要さない被災患者が災害医療機関になだれ込むのを防ぎ、必要な患者を必要な医療機関で診療できる体制を確保できるよう研修を実施した。
